
へき地保育所の現状  

（定員・在所児数規模別の分布）  

○へき地保育所の規模をみると、定員規模は21～30人が多いが、在所児数規模は20人以下が約8割を占める。  

†β人以下   7ナー20  27～30  3丁～4ロ  イ丁～50  57～60  飢人以上  

（出典）厚生労働省「平成18年．社会福祉施設等調査」におけるへき地保育所数を定員階級■在所児数階級ごとに特別集計したもの 
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過疎地域における幼児教育経験者比率  

○小学校就学前に幼稚園又は保育所（へき地保育所含む）を経験した比率を見ると、1970年頃は過疎地域と   

全国とで大きな格差があったが、近年はほぼ格差がなくなっている。  

○過疎地域においては、全国と比べ、幼稚園就園率が低く、保育所在籍比率が高い。  

同     姦21幻】児   教育法三陸者 率   

昭和摘卑属   昭和弱曙度   平成2年虎  平成7年度   取成‖年度   平成18年虜  

区分  

過虞  全lヨ  過膿  全国  二：・  全国  二 二・  全国  遇繍  全【⊇  過諌  金【万   

幼児教育経験者比率  57．4  76．1  87．6  9l．2  95－0  95．6  95，5  95、0  98．8  gも．7  g7，l  96．5  

幼稚薗虻加担  i8．3  53．8  36．4  8l．4  34．9  64．0  34．2  82．8  ユ4．9  59．9  36．1  6丁．7  

酎摘蘭拍  3g．1  22＿4  52．2  2‘．只  以I▲1  31．5  61．8  a2．2  ¢a．ヰ  3（；．8．  6l．0  a8．8   

（備考）1全国は文部科学省「学校基本調査j及びr社会福祉施設等調査」による．  

2 過疎地域は総務省調べ。  

※備考  
＜幼児教育経験者比率＞  

①全国は、各年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度5月1日）及び前年度の厚生労働省「社会福祉施設調査」による。  
②過疎地域は総務省調べ。  
③それぞれの数値は、次の算式による、なお、保育所にはへき地保育所を含む。  
幼児教育経験者比率＝幼稚園就園率＋保育所在籍率  

卿  
小学校第1学年児童数  

幼稚園就園率 ＝  

保育所在籍率＝ 
前年肺2＋は）  

′ト学校第1学年児童数   

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】  

【出典＝総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】78  

「】   



保育サービスの全体像  
時間軸：（早朝）   

例）9：00から  
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多様な保育の取組の現状  

《19年度実線》  《事 業 名》  《事 業 内 容》  《地域における箇所数》  

日中就労等している保護者に代わって、保  
育に欠ける乳幼児を保育する施設（原則とし  
て、開所時間11時間、保育時間8時間、開所  
日数約300日）  

保育所数：22，909箇所  

利用児童数：202万人  
（平成20年4月1日現在）   

認可保育所  ◆1小学校区当たり1．03か所  

11時間の開所時間を超えて保育を行う 事業  

15，076箇所  
（平成19年度交付決定ペース）  

延長保育事業  ◆ 認可保育所の65．8％  

日曜・祝日等の保育を行う事業  
（※年間を通じて開所する保育所が実施）  

◆ 認可保育所の3．8％  

◆1市区町村当たり0．48か所  

875箇所  
（平成19年度交付決定ベース）  

休日保育事業  

22時頃までの夜間保育を行う事業  

（※開所時間は概ね11時間）  

◆ 認可保育所の0．32％  
◆1市区町村当たり0．04か所  

74か所  
（平成20年3月31日現在）  

夜間保育事業  

週2～3日程度又は午前か午後のみ、必  

要に応じて柔軟に保育を行う事業  
◆ 認可保育所の4．0％  

◆1市区町村当たり0．51か所  
927か所  

（H19年度交付決定ベース）  
特定保育事業  

（病児対応型】傭順・保育所等の付設の専用スペースで、看旺師  
響が地域のホ児を一時的に預かる事業  

（病後児対応型綿兢・保▼所等の付設の専用スペースで、地域の  
病後児を一時的に預かる事業  

（体調不良児型I保有斬において、体調不良となった児壬を一時的  
に預かる事業  

病児・病後児  
保 育 事 業  

◆認可保育所利用児童2，714人当たり1か所  
◆1市区町村当たり0．41か所  

745箇所  
（H19年度交付決定ベース）  

保育に欠ける乳幼児について、保育士又は  
看護師の資格を有する家庭的保育者の居宅  
等において、保育所と連携しながら、少数の  
主に3歳未満児を保育するもの  

家庭的保育者数：99人   

利用児童数：331人  
（H19年度交付決定ベース〉  

家庭的保育  
事  業  ◆1市区町村当たり家庭的保育者0．05人  

注＝市区町村の総数は1・827（平成1時4月1日現在）D小学校区としての国公立小学校数は2乙270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速掛」（平成20年5月1日現在）。   
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【事業の内容】  

○共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、  児童館や学校の余裕教室、公民館などで、   

放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る。  
○放課後児童クラブは、平成9年の児童福祉法改正により事業が法定化され、当該事業の実施については、市  

町村の努力義務として規定されている  

〔児童福祉法（昭和22年法律第164号）〕  
第六条の二（略）  
②この法相で、放課後児壬健全育成事業とは、小学校に就学しているおおむね十歳末溝の児暮であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、政令で定める基  こ 
動従い、授業の終7後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。  

（∋（略）  

第21集の10市町村は、児iの健全な育成に資するため、地域の実什に応じた放株緩児暮健全育成事＃を行うとともに、当該市町村以外の放課後児童健全育成事業を行う育との   
連携を図る等により、第六条の二第二項に規定する児士の放課後児土健全育成事業の利用の促進に努めなければならない．  

【現状】（平成20年5月現在）  

【事業に対する国の助成［児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村への補助］】  

○平成20年度予算額186．9億円（28．4億円増）  

○運営費  

・概ね1／2を保護者負担で賄うことを想定。  

・残りの1／2卿≒ついて、児童数が10∧以上で、   

原則、長期休暇（8時間以上開所）を含む年間250日以上開毒   

するクラブに補助。  

・児童数36～70人の場合、基準額：240．8万円  

※6時間以上開所しているクラブが、18時以降開所延長する場合に長時間開所に係る加算あり  

○整備費  

傭たに施設を創設する場合（基準額：1，250万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場今  

（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成  

緊運営費又怯整 備費（創設費を除く）は、国、都道府県、市町村が3分の1ず？  

等）が3分の1ずつ負担  

創設費）は、国．都道府県   



児童クラブ数及び登録児童数  等の推移  

（人）  

800．000  

700．000  

600．000   

500・00016，000   

400．000川，000   

300，00012・000  

10．000  

200．000  
8．000   

100・000 6，000   

0  4・000  

10年度11年度12年度13年度14年度15年度16年度・17年腋1・8年度19年度20年度  

※各年5月1日現在（育成環境課調）  

に 係る福助要件につしiて  放課後児童クラブ  

2．対象児青  

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校1～3年の就学児童  
その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校  の小学部及び小学校4年生以上）  

3．職員体側  放課後児童指導員を配置すること。  
4．開所日・開所時同  

1年間250日以上開所すること。（ただし、平成21年度までは、特例として200日以上でも国庫補助対象）  

・開所時間については、・1日平均3時間以上とすること0ただし、長期休暇期間などについては、原則として1日8時間以上開所。  

早．施設一設備  

・活動に要する遊具、図書及び児童の所持品を収納するためのロッカーの他、生活の場として必要なカーペット、畳等を備えること。  

・同じ建物内で、すべての子どもを対象とした活動拠点（居場所）の提供を併せて行う場合には、放課後児童のために間仕切り等  

で区切られた専用スペ＝ス又は専用部屋を設け、生活の場としての機能が十分確保されるよう留意すること。  

6．幸美の内容  
（1）放課後児童の健康管理、情緒の安定の確保  
（2）出欠確認をはじめとする放課後児童の安全確認、活動中及び来所・帰宅時の安全確保  
（3）放課後児童の活動状況の把握  

（4）遊びの活動への意欲と態度の形成  

（5）遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培うこと  
（6）連絡帳等を通じた家庭との日常的な連絡、情報交換の実施  
（7）家庭や地域での遊びの環境づくりへの支援  

（8）その他放課後児童の健全育成上必要な活動  
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Q   

温定」 
0本ガイドラインを参考た、各クラブたおいて定知的に貞 

「放課後児童クラブガイドラインについて」（平成19年10月19日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）  

・子どもの人権の書量、個人差への配慮、体罰等の禁止、プライ／くシー保護等に留意   
のうえ、次の活動を行うこと。  
（》子どもの腱廣管領、出席確掟等の安全確保、情緒の安定を図る。  
②遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培う。  
③子どもが宿麺・自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必章な捷助を行う。  
④基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、その力を身   
につけさせる。  
⑤活動内容について家庭との日常的な連絡、什報交換を行うとともに、家庭や地域で   
の遊びの環境づくりへの支捷を行う。  
⑥児i虐待の早期発見に努め、児暮虐待等により福祉的介入が必要とされるケース   
については、市町村等が投tする妄保牲児壬対策地域協議会等を活用しながら、児   
童相緋所や保健所等の関係機関と連携して対応。  
⑦その他放課後における子どもの健全育成上必要な活動を行う。  

1．対女児董  
・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校1～3年の就学児i。  
・その他健全育成上指導を要する児壬（特別支援学校の小学部及び小学校4年生以   
上）  

之．鯛  
・集団の規模については、おおむね40人程度までとすることが望ましい。  
・1放抹後児童クラブの規模については、最大70人までとすること。  

3 醐所日・関所細  
・子どもの放課後の時間帯、地域の実情や保護者の就労状況を考慮。  
・土曜日、長期休業期間儒は、保護者の就労実態等を踏まえて8時間以上開所。  
・新1年生については、保育所との連続を考慮し4月1日より受け入れること。  

腺投機  
・書用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、生活の壌としての   
機能が十分確保されるよう官憲すること。  
・子どもが生活するスペースについては児童1人当たり1．65ボ以上が望ましい。なお   
体調が悪い時等に休息できる静♯スペースを確保すること。  
・施設・設備は衛生及び安全が確保されているとともに、事業に必要な設備・備品を備   
えること。  

○その他  
7．保護者への支援・連携  
・保護者自身が互いに協力して子育ての責任を果たせるよう支揮。  
8．学校との連携   
・学校、放課後子ども教室との連携を図る。  
9．関係機朋・地域との連携  
10．安全対策  
11．特に配慮を必要とする児童への対応  
12．事業内容等の向上について   
■クラブは、事業内容について定期的に自己点検、自ら事業内容向上に努める。  
13．利用者への什報提供等  
1A．要望・苦♯への対応  

5．職員体制  
・放課後児童指導Aを配置すること。  
・放課後児童指ヰ員は、児童福祉施設最低基準第38条に規定する児童の遊びを指  導する看の資格を有する暑が望ましい 

。．  

後児童クラブ  

（1）放課後児童クラブに係る小学校区別実施状況  

31．5％の小学校区において放課後児童クラブが未実施となっている。  

小学校で実施   小学校外で実施   未実施   

小学校区数   7，766小学校区  7，227小学校区  6，881小学校区   

（割合）   （35．5％）   （33．0％）   （31．5％）   

（2）放課後児童クラブを実施していない理由  

放課後児童クラブを実施していない小学校区における未実施の理由については、「ニーズが無い」が37％、「実施場  

所の確保が困難」が36％、「指導員等の人材確保が困難」が33％となっている。  

1．ニーズがない  

2．実施場所の確保が困難  

3．指導且等の人材確保が困難  

4．予算の確保が困難  

5．次年度以降の実施に向け検討中  

6．補助金の受給の要件が高い  

7．地域・家庭で子どもを見守る・預かる施策が他にある   

8．両事業の調整・理廟に時間が必要  

9．地域の理解を得られていない  

10．その他  

200  300  400  500  600  0  100  

※放課後子どもプラン実施状況調査（平成20年6月23日文部科学省・厚生労働省。調査基準日平成19年12月1日）  86   



放課後児童  

※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  

88   



（36．8％）  

垣   
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トtl  

※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  ※平成19年5月1日現在（全国学童保育連絡協議会調）  
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放課後児童クラブに係る利用者負担については、2，000円～10，000円の間で設定されている割合が高い。  

割 合   

利用料なし   9．4％   

2，000円未満   8．0％   

2，000～4，000円未満   19．8％   

4，000～6，000円未満   20．1％   

6，000～乳000円未満   15．4％   

8，000～10，000円未満   6．9％   

10，叩0～12，000円未満   7．8％   

12，000～14，000円未満   3．6％   

14，000～16，000円未満   2．9％   

16，000円以上   3．1％   

2003年調査   2007年調査   

5，000円未満   49．1％   41．8％   

5，000～10，000円未満   40．3％   46．4％   

10，000～15，000円未満   9．4％   10．1％   

15，000～20，000円未満   1．1％   1．7％   

20，000円以上   0．1％   0％   

＜平成15年及び平成19年（全国学童保育連絡協騰余韻べ）＞  

＜平成13年地域児童福祉事業等調査（厚生労働省）＞  

課後児童ク  

北青岩宮秋 山 福茨栃群 埼千束神 新  
海森手城田 形 島城木馬 玉葉京奈潟  
道県 県県県県 県県県県 県県都川 県  
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野
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石
川
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吉
山
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奈和 島島岡広 山猿香愛高福佐長熊大官鹿 沖全  
良歌取横山 島 口 島川嬢 知岡賀崎本分崎児縄国  
県山 県県県県 県県県県 県県県県 県県県鳥 県  

（注）1．小学校故については、平成20年5月1粘在の公立小学校数［分校、暦学級の学校を含む］（文鼎学省「学校基本調査速軌）。   
2．放課後児童クラブ実施か所数については、平成20年5月1日現在のか所数（厚生労働省育成環境課調）。   
3．一つの小学校区で放課後児童クラブを複数か所実施することにより、数値が100％を超える場合がある。  
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小学校1～3年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合（都道府県別）  
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 く注）1．児童数については、平成20年5月1日現在の人数（文部科学省「学校基本調査速幸凱）。   

2．放課後児童クラブ登録児童数については、平成20年5月1日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）。  
3．割合については、児童数（小学校1～3年生）に対する登録児童数（小学校1～3年生）の割合。  

放課後児章クラブの  

運営費の負担の考え方（児童数36～70人の場合）  
児童1人当たりの公費負担額 （保  

1′2  

育所との比較）  

【放課後児童クラブ】（1人当たり月額）  

481．7   
都県≡三 万円  1・′21， 

2，900円 l公費負担額l l‡  
※平成20年度放課後児童健全育成事業費予算額を基に算出  

1／3 1／3 
国庫崩助基槻  

【保育所】（1人当たり月額）  

全体の概ね1／2を保護者負担で賄うことを想定。   年齢区分 公費負担額  

残りの1／2分について、児童数が10人以上で、原則、   

蔓期休暇（8時間以上開所）を含む年間250日以上開設   
0歳児 13．8万円  

rるクラブに補助。   1・2歳児 6．8万円  

児童数36～70人の場合、国庫補助基準額：240．8万円  3歳児  2．2万円  
その他、開設日数・開設時間に応じて加算   

4歳以上児 1．7万円  

250日は、授業日＝200日、長期休暇45日、クラブ運営上必要な日（遠足等を想   ※平成20年度保育所運営費負損金予算額を基に算出  

定）土日で5日を想定。  

（参考）放課後児童クラブにかかる平成21年度概算要求額 278．5億円（91．6億円増）   
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